
森林・林業・木材関連産業政策と国有林野事業の健全化を求める意見書

森林は国土の保全・水資源のかん養などとともに、地球温暖化防止に向けた国

際公約である温室効果ガス６％削減を履行するためにも大きな役割を果たして

いくことが求められています。また、近年、自然災害が多発する中で、山地災害

の未然防止に向けた治山対策や森林整備等自然環境や生活環境での「安全・安心

の確保」に対する国民の期待と要請は年々高まっております。

しかし、国産材の価格低迷が長期に続く中で、林業経営の採算性が悪化し、そ

のことが森林所有者の施業意欲を失わせ、適切な森林の育成・整備の停滞を招き、

森林の持つ多面的機能が低下している現状にあります。加えて、この間、我が国

の森林行政の中核を担い、民有林行政との連携を果たしてきた国有林野事業は、

一般会計化・独立行政法人化が検討されるなど、国民の共有の財産である国有林

の管理が危ぶまれています。

こうした中、平成１８年９月８日、森林・林業基本計画が閣議決定され、今後

は、その骨子である、①多様で健全な森林への誘導、②国土保全等の推進、③林

業・木材産業の再生を前提に、森林整備や地域材利用計画の推進、林業労働力の

確保等の対策を進めていくこととされました。

森林・林業基本計画の確実な実行や、地球温暖化防止森林吸収源１０ヵ年対策

の着実な実行、そして、森林の多面的機能維持を図るための森林整備等を推進す

るため、平成１９年度予算等において下記の施策展開が図られますよう、強く要

請いたします。

記

１ 森林・林業基本計画に基づく、多様で健全な森林の整備・保全の推進、林業・

木材関連産業の再生等、望ましい森林・林業政策実行に向け、平成１９年度予

算の確保等必要な予算措置を講じること。

２ 国産材の安定供給・利用拡大を軸とする林業・木材関連産業の再生を図るた

め、木材の生産・加工・流通体制の整備に向け、関係省庁の枠を越えた計画の

推進を図ること。

３ 森林整備を通じた「緑の雇用担い手対策事業」の充実と、森林・林業基本計

画に基づく労働力確保諸施策の確立を図ること。



４ 二酸化炭素を排出する者が負担する税制上の措置などにより、地球温暖化

防止森林吸収源１０ヵ年対策を推進するための、安定的な財源確保を図るこ

と。

５ 地球規模での環境保全や、維持可能な森林経営を目指した違法伐採対策の

推進を図ること。

６ 国有林野については、安全・安心な国土基盤の形成と、地域振興に資する管

理体制の確保を図ること。

特に、国有林野事業特別会計改革に当たっては、国民の共有財産である国有

林の持続可能な森林管理と、技術者の育成・確保を国が責任を持って図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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